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（注８）モーターハンググライダー、マイクロライト機、ウルトラライト機等をいい、

パラシュート型超軽量動力機（パラプレーン等をいいます。）を除きま

す。

２ 当連盟は被共済者が頸部症候群（注）、腰痛その他の症状を訴えている場

合であっても、それを裏付けるに足りる医学的他覚所見のないものに対して

は、その症状の原因がいかなるときでも、共済金を支払いません。

（注） いわゆる「むちうち症」をいいます。

（死亡共済金の支払）

第６条 当連盟は、被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に死亡し

た場合は、死亡共済金額の全額（注）を死亡共済金として共済金受取人に

支払います。

（注） すでに支払った後遺障害共済金がある場合は、死亡共済金額からす

でに支払った金額を控除した残額とします。

２ 死亡共済金の共済金受取人が２名以上であるときは、当連盟は、法定相続

分の割合により死亡共済金を共済金受取人に支払います。

（後遺障害共済金の支払）

第７条 当連盟は、被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に後遺障

害が生じた場合は、次の算式によって算出した額を後遺障害共済金として

共済金受取人に支払います。

後遺障害共済金額 × ＝ 後遺障害共済金の額

２ 前項の規定にかかわらず、被共済者が事故の発生の日からその日を含めて

１８０日を超えてなお治療を要する状態にある場合は、当連盟は、事故の発

生の日からその日を含めて１８１日目における被共済者以外の医師の診断

に基づき後遺障害の程度を認定して、前項のとおり算出した額を後遺障害

共済金として支払います。

３ 別表１の各等級に掲げる後遺障害に該当しない後遺障害であっても、各等

級の後遺障害に相当すると認められるものについては、身体の障害の程度

に応じ、それぞれその相当する等級の後遺障害に該当したものとみなします。

４ 同一事故により２種以上の後遺障害が生じた場合には、当連盟は、後遺障

害共済金額に次の共済金支払割合を乗じた額を後遺障害共済金として支

払います。

①別表１の第１級から第５級までに掲げる後遺障害が２種以上ある場合は、

最も重い後遺障害に該当する等級の３級上位の等級に対する共済金支

払割合

②①以外の場合で、別表１の第１級から第８級までに掲げる後遺障害が２種

以上あるときは、最も重い後遺障害に該当する等級の２級上位の等級に

対する共済金支払割合

③①及び②以外の場合で、別表１の第１級から第１３級までに掲げる後遺障

害が２種以上あるときは、最も重い後遺障害に該当する等級の１級上位

の等級に対する共済金支払割合。ただし、それぞれの後遺障害に対する

共済金支払割合の合計の割合が上記の共済金支払割合に達しない場

合は、その合計の割合を共済金支払割合とします。

④①から③のいずれにも該当しない場合は、最も重い後遺障害の該当する

等級に対する共済金支払割合

５ すでに後遺障害のある被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を受

けたことによって、同一部位について後遺障害の程度を加重した場合は、後

遺障害共済金額に次の割合を乗じた額を後遺障害共済金として支払いま

す。

－ ＝ 適用する割合

６ 同一の共済期間に発生した事故に対して当連盟が前各項の規定に基づい

て支払う後遺障害共済金の額は、後遺障害共済金額の１００％をもって限度

とします。

（入院共済金及び手術共済金の支払）

第８条 当連盟は、被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、平常の業務に従事することまたは平常の生活ができなくな

り、かつ、入院した場合は、その期間に対し、入院共済金として共済金受取

人に支払います。

２ 前項の入院共済金は、入院共済金日額に入院日数を乗じて得た額とします。

３ 第１項の期間には、臓器の移植に関する法律（平成９年法律第１０４号）第６

条（臓器の摘出）の規定によって、同条第４項で定める医師により「脳死した

者の身体」との判定を受けた後、その身体への処置がされた場合であって、

その処置が同法附則第１１条に定める医療給付関係各法の規定に基づく医

療の給付としてされたものとみなされる処置（注）であるときには、その処置日

数を含みます。

（注）医療給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各法の適用が

あれば、医療の給付としてされたものとみなされる処置を含みます。

４ 当連盟は、いかなる場合においても、事故の発生の日からその日を含めて１

８０日を経過した後の期間に対しては、入院共済金を支払いません。

５ 被共済者が入院共済金の支払を受けられる期間中にさらに入院共済金の

支払を受けられる傷害を被った場合においても、当連盟は、重複しては入

院共済金を支払いません。

６ 当連盟は、入院共済金が支払われる場合に、被共済者が事故の発生の日

からその日を含めて１８０日以内に病院等において、入院共済金を支払うべ

き傷害の治療を直接の目的として別表２に掲げる手術を受けたときは、手術

共済金額の全額を手術共済金として共済金受取人に支払います。ただし、

１事故に基づく傷害について、１回の手術に限ります。

（通院共済金の支払）

第９条 当連盟は、被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被り、その直

接の結果として、平常の業務に従事することまたは平常の生活に支障が生

じ、かつ、通院した場合は、その日数に対し、通院共済金として共済金受取

人に支払います。ただし、平常の生活に支障がない程度に傷害がなおった

時以降の通院に対しては、通院共済金を支払いません。

２ 前項の通院共済金は、通院共済金日額に通院した日数（注）を乗じて得た

額とします。

（注）９０日を限度とします。

３ 被共済者が通院しない場合においても、骨折等の傷害を被った部位を固定

するために被共済者以外の医師の指示によりギプス等を常時装着した結果、

平常の業務に従事することまたは平常の生活に著しい支障が生じたときは、

その日数について、第１項の通院をしたものとみなします。

４ 当連盟は、前各項の規定にかかわらず、前条の入院共済金が支払われる

べき期間中の通院に対しては、通院共済金を支払いません。

５ 当連盟は、いかなる場合においても、事故の発生の日からその日を含めて１

８０日を経過した後の通院に対しては、通院共済金を支払いません。

６ 被共済者が通院共済金の支払を受けられる期間中にさらに通院共済金の

支払を受けられる傷害を被った場合においても、当連盟は、重複しては通

院共済金を支払いません。

（死亡の推定）

第１０条 被共済者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合、また

は遭難した場合において、その航空機または船舶が行方不明となった日ま

たは遭難した日からその日を含めて３０日を経過してもなお被共済者が発見

されないときは、その航空機または船舶が行方不明となった日または遭難し

た日に、被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害によって死亡した

ものと推定します。

（他の身体の障害または疾病の影響）

第１１条 被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被った時すでに存在して

いた身体の障害もしくは疾病の影響により、または、同条の傷害を被った後

にその原因となった事故と関係なく発生した傷害もしくは疾病の影響により

同条の傷害が重大となった場合は、当連盟は、その影響がなかったときに相

当する金額を支払います。

２ 正当な理由がなく被共済者が治療を怠ったことまたは共済契約者もしくは共

済金を受け取るべき者が治療をさせなかったことにより、第３条（共済金を支

払う場合）の傷害が重大となった場合も、前項と同様の方法で支払います。

（被共済者の増減に関する通知義務）

第１２条 共済契約締結の後、被共済者の人数を変更する場合は、共済契約者は、

遅滞なく、その旨を当連盟に通知しなければなりません。また、被共済者の

人数が増える場合においては、被共済者の人数が増えた時から当該年度

末までの期間を共済加入期間として別表３に掲げる共済掛金に被共済者の

増員数を乗じた金額を当連盟に支払うものとします。

２ 前項の通知に基づき被共済者の人数が増える場合において、前項に定め

る共済掛金を当連盟が領収する前に、増員した被共済者に生じた事故につ

いては、当連盟は、いかなる場合においても共済金を支払いません。

３ 第１項の通知に基づき被共済者の人数が減る場合においては、当連盟は、

共済掛金から減員する被共済者が共済契約に基づいて共済に加入してい

た期間（共済加入期間）に対し別表３に掲げる共済掛金を差し引いて、その

残額を返還します。ただし、実際の返還額が返還に伴う経費（注）を下回る

場合には、返還しない場合があります。

（注）返還を金融機関口座への送金をもって行う際に生じる送金手数料をい

います。

（共済契約者の住所変更）

第１３条 共済契約者が当連盟に届け出た住所または通知先を変更した場合は、共

済契約者は、遅滞なく、その旨を当連盟に通知しなければなりません。

（共済契約の無効）

第１４条 共済契約者が共済金を不法に取得する目的または第三者に共済金を不法

に取得させる目的をもって共済契約を締結した場合には、共済契約は無効

とします。

（共済契約の取り消し）

第１５条 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者の詐欺または脅迫に

よって当連盟が共済契約を締結した場合には、当連盟は、共済契約者に対

する書面による通知をもって、この共済契約を取り消すことができます。

（共済契約者による共済契約の解除）

第１６条 共済契約者は、当連盟に対する書面による通知をもって、この共済契約を

解除することができます。

別表１に掲げる各等級の後遺

障害に対する共済金支払割合

すでにあった後遺障害に該当す

る等級に対する共済金支払割合

別表１に掲げる加重後の後遺障害に

該当する等級に対する共済金支払割合
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（重大事由による解除）

第１７条 当連盟は、次のいずれかに該当する事由がある場合には、共済契約者に対

する書面による通知をもって、この共済契約を解除することができます。

①共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が、当連盟にこの

共済契約に基づく共済金を支払わせることを目的として傷害を生じさせ、

または生じさせようとしたこと。

②被共済者または共済金を受け取るべき者が、この共済契約に基づく共済

金の請求について、詐欺を行い、または行おうとしたこと。

③①及び②に掲げるもののほか、共済契約者、被共済者または共済金を受

け取るべき者が、①及び②の事由がある場合と同程度に当連盟のこれら

の者に対する信頼を損ない、この共済契約の存続を困難とする重大な事

由を生じさせたこと。

２ 前項の規定による解除が傷害の発生した後になされた場合であっても、第１

９条（共済契約解除の効力）の規定にかかわらず、前項①から③までの事由

が生じた時から解除がなされた時までに発生した傷害に対しては、当連盟

は、共済金を支払いません。この場合において、すでに共済金を支払って

いたときは、当連盟は、その返還を請求することができます。

（被共済者による共済契約の解除請求）

第１８条 次のいずれかに該当するときは、その被共済者は、共済契約者に対しこの

共済契約（注）を解除することを求めることができます。

①この共済契約（注）の被共済者となることについての同意をしていなかっ

た場合

②共済契約者または共済金を受け取るべき者に、前条第１項①または②に

該当する行為のいずれかがあった場合

③②のほか、共済契約者または共済金を受け取るべき者が、②の場合と同

程度に被共済者のこれらの者に対する信頼を損ない、この共済契約（注）

の存続を困難とする重大な事由を生じさせた場合

④この共済契約（注）の被共済者となることについて同意した事情に著しい

変更があった場合

（注）その被共済者に係る部分に限ります。

２ 共済契約者は、前項①から④までのいずれかの事由がある場合において、

被共済者から前項に規定する解除請求があったときは、当連盟に対する通

知をもって、この共済契約（注）を解除しなければなりません。

（注）その被共済者に係る部分に限ります。

（共済契約解除の効力）

第１９条 共済契約の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

（共済掛金の返還‐無効の場合）

第２０条 共済契約が無効の場合には、当連盟は、共済掛金の全額を返還します。た

だし、第１４条（共済契約の無効）の規定により共済契約が無効となる場合に

は、共済掛金を返還しません。

（共済掛金の返還－取り消しの場合）

第２１条 第１５条（共済契約の取り消し）の規定により、当連盟が共済契約を取り消し

た場合には、当連盟は共済掛金を返還しません。

（共済掛金の返還－解除の場合）

第２２条 第１６条（共済契約者による共済契約の解除）の規定により、共済契約者が

共済契約を解除した場合には、当連盟は、共済掛金から共済加入期間に対

し別表３に掲げる共済掛金を差し引いて、その残額を返還します。

２ 第１７条（重大事由による解除）第１項の規定により、当連盟が共済契約を解

除した場合には、当連盟は、共済掛金から共済加入期間に対し別表３に掲

げる共済掛金を差し引いて、その残額を返還します。

３ 第１８条（被共済者による共済契約の解除請求）第２項の規定により、共済契

約者がこの共済契約（注）を解除した場合には、当連盟は、共済掛金から共

済加入期間に対し別表３に掲げる共済掛金を差し引いて、その残額を返還

します。

（注）その被共済者に係る部分に限ります。

４ 前３項の規定には、第１２条第３項ただし書きの規定を適用します。

（事故の通知）

第２３条 被共済者が第３条（共済金を支払う場合）の傷害を被った場合は、共済契約

者、被共済者または共済金を受け取るべき者は、その原因となった事故の

発生の日からその日を含めて３０日以内に事故発生の状況及び傷害の程度

を当連盟に通知しなければなりません。この場合において、当連盟が書面

による通知もしくは説明を求めたときまたは被共済者の診断書もしくは死体

検案書の提出を求めたときは、これに応じなければなりません。

２ 被共済者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合または

遭難した場合は、共済契約者または共済金を受け取るべき者は、その航空

機または船舶が行方不明となった日または遭難した日からその日を含めて３

０日以内に行方不明または遭難発生の状況を当連盟に書面により通知しな

ければなりません。

３ 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が、正当な理由がな

く第１項もしくは前項の規定に違反した場合、またはその通知もしくは説明に

ついて知っている事実を告げなかった場合もしくは事実と異なることを告げ

た場合は、当連盟は、それによって当連盟が被った損害の額を差し引いて

共済金を支払います。

（共済金の請求）
第２４条 当連盟に対する共済金請求権は、次の時から、それぞれ発生し、これを行

使することができるものとします。

①死亡共済金については、被共済者が死亡した時

③入院共済金及び手術共済金については、被共済者が平常の業務に従事

することもしくは平常の生活ができる程度になおった時、第８条（入院共済

金の支払）第１項に該当しない程度になおった時または事故の発生の日

からその日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時

④通院共済金については、被共済者が平常の業務に従事することもしくは

平常の生活に支障がない程度になおった時、通院共済金の支払われる

日数が９０日に達した時または事故の発生の日からその日を含めて１８０

日を経過した時のいずれか早い時

２ 共済金を受け取るべき者が共済金の支払を請求する場合は、共済金請求

権の発生した日から３０日以内に、別表４に掲げる書類のうち当連盟が求め

るものを提出しなければなりません。

３ 共済金を受け取るべき者に共済金の支払を請求できない事情がある場合は、

次に掲げる者のいずれかがその事情を示す書類をもってその旨を当連盟に

申し出て、当連盟の承認を得たうえで、共済金を受け取るべき者の代理人と

して共済金の支払を請求することができます。

①共済金を受け取るべき者と同居または生計を共にする配偶者（注）

②①に規定する者がいない場合、または①に規定する者に共済金の支払

を請求できない事情がある場合には、共済金を受け取るべき者と同居ま

たは生計を共にする三親等内の親族

③①及び②に規定する者がいない場合または①及び②に規定する者に共

済金の支払を請求できない事情がある場合には、①以外の配偶者（注）

または②以外の三親等内の親族

（注）法律上の配偶者に限ります。

４ 前項の規定による共済金を受け取るべき者の代理人からの共済金の支払の

請求に対して、当連盟が共済金を支払った後に、重複して共済金の支払の

請求を受けたとしても、当連盟は、共済金を支払いません。

５ 当連盟は、事故の内容または障害の程度等に応じ、共済契約者、被共済者

または共済金を受け取るべき者に対して、第２項に掲げるもの以外の書類も

しくは証拠の提出または当連盟が行う調査への協力を求めることがあります。

この場合には、当連盟が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な

協力をしなければなりません。

６ 共済契約者、被共済者または共済金を受け取るべき者が、正当な理由がな

く前項の規定に違反した場合または第２項もしくは前項の書類に事実と異な

る記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合は、

当連盟は、それによって当連盟が被った損害の額を差し引いて共済金を支

払います。

（共済金の支払時期）

第２５条 当連盟は、特別な事由がない限り、請求完了日（注）からその日を含めて４５

日以内に、当連盟が共済金を支払うために必要な次の事項の確認を終え、

共済金を支払います。

①共済金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、

事故発生の状況、傷害発生の有無及び被共済者に該当する事実

②共済金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、共済金

が支払われない事由としてこの共済契約において定める事由に該当する

事実の有無

③共済金を算出するための確認に必要な事項として、傷害の程度、事故と

傷害との関係、治療の経過及び内容

④共済契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この共済契約にお

いて定める解除、無効または取り消しの事由に該当する事実の有無

（注）共済金を受け取るべき者が前条第２項の規定による手続きを完了した

日をいいます。

２ 前項の確認をするため、次に掲げる特別な照会または調査が不可欠な場合

には、前項の規定にかかわらず、当連盟は、請求完了日（注１）からその日

を含めて次に掲げる日数（注２）を経過するまでに、共済金を支払います。こ

の場合において、当連盟は、確認が必要な事項及びその確認を終えるべき

時期を共済金を受け取るべき者に対して通知するものとします。

①第１項①から④までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他

の公の機関による捜査・調査結果の照会（注３） １８０日

②第１項①から④までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その

他の専門機関による診断、鑑定等の結果の照会 ９０日

③第１項③の事項のうち、後遺障害の内容及びその程度を確認するための、

医療機関による診断、後遺障害の認定に係る専門機関による審査等の

結果の照会 １２０日

④災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された災害の被災地域に

おける第１項①から④までの事項の確認のための調査 ６０日

⑤第１項①から④までの事項の確認を日本国内において行うための代替的

手段がない場合の日本国外における調査 １８０日

②後遺障害共済金については、被共済者に後遺障害が生じた時または事

故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時 
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